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学 位 論 文 題 名

「連邦型ネットワークの経営戦略と組織能力」

学位論文内容の要旨

  本研究は，連邦型ネッ卜ワークが競争カを獲得するためのマネジヌントについて考察

したものである。連邦型ネットワークは，法的に独立した複数の加盟組織とそれらを調

整する連 邦管理組 織(FMO)とによ って構成 される組織間ネットワークである。

  本論文は，5章から構成されている。

  第1章では，連邦型ネットワークのマネジメント研究が要請される背景，および連邦

型ネットワークの特徴を説明した。

  第2章では，先行研究の検討に基づき，本研究の分析枠組を構築した。分析枠組は，

O経営戦略，◎組織能力，◎ネットワーク有効性の3概念により構成される。＠の経営

戦略は，ドメインの定義，市場環境へのアプ口ーチ，資源配分の3つの次元からなる。

◎の組織能カは，「探査」と「活用」の2つの次元からなる。探査は，連邦型ネッ卜ワー

ク内のある組織が新たに知識を開発することである。活用は，当該組織によって開発さ

れた知識を，連邦型ネットワーク内の他組織へと移転することである。◎のネットワー

ク有効性は，加盟組織の業績と連邦型ネットワーク全体の業績の2次元からなる。

  この分析枠組に即して，連邦型ネットワークの対極に位置するタイトな委任型ネッ卜

ワー ク と ルー ス な任 意 型 ネッ トワー クの2つの ケース・ス タディを 試みた。

  第3章では，委任型ネットワークの事例として，加盟店（加盟組織）と本部(FMO)

からなるセブンイレブンを分析し，以下の点を明らかにした。

＠経営戦略

  1．ドメインの定義：「小売店」という物理的な定義ではなく，「顧客への利便性の提供」

    という機能的な定義がなされている。

  2．市場環境へのアプ口ーチ：チェーン全体の競争力向上を目指した統一的アプ□ーチを

    採用しつつも，加盟店が発注を担い□ーカルな環境の変化にも対応しようとしてい

    る。

  3．資源配分：資源の配置とその決定は本部集約型である。

◎組織能力

  1．探査：質を重視する方針のもと，拡散ではなく集中を志向した店舗開発と商品開発が

    推進されている。

  2．活用：OFC（店舗指導員）と情報システムの2つのヌディアにより，本部から加盟店

    へ知識移転が効率的になされている。仮説検証型発注システムは，加盟店の吸収能力

    増大のための仕組である。

◎ネットワーク有効性

  1．探査と活用のダイナミクス：探査と活用の反復，両者の相互補完性，情報システムの
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    多重利用が，ネットワーク有効性を規定している。

  2．手続的公正：分配的公正の問題ほどには認識されてこなかった手続的公正は，探査と

    活用のダイナミクスをより高める。

  第4章では，任意型ネッ卜ワークの事例として，部市YMCA（加盟組織）と同盟(FMO)

からなる日本YMCAを分析し，以下の点を明らかにした。

＠経営戦略

  1．ドメインの定義：「青少年の育成」や「全人的成長」といった機能的な定義がなされ

    ている。同盟の基本原則の他に，都市YMCAのミッション・ステートメントが策定

    され，都市YMCAが日本YMCA全体を内部にモデル化している。

  2．市場環境へのアプ口ーチ：各都市YMCAが；自らの地域社会のニーズに密着したプ

    口グラムを展開する個別的なアプ口ーチを採用している。

  3． 資 源 配 分 ： 資 源の 配 置と そ の 決定 は ，各 都 市 YMCAに分 散 して い る 。

◎組織能力

  1．探査：プ口グラムの開発は都市YMCAが主導する。その傾向は，少子化にともなう

    日本YMCAのりストラクチャリングを通じて一層高まっている。都市YMCAは，理

    事・常議員と総主事を長とする職員組織の間の連携，および中・長期計画の導入によ

    って探査の維持・強化を図っている。

  2．活用：以前の活用は，同盟によって媒介され都市YMCA間で展開されていた。しか

    し，現在の活用は，同盟による媒介ではなく，都市YMCA間のダイレクトな接触に

    変わっている。このダイレクトな接触を促進するために，都市YMCA間の推進会議

    が地域ブ□ックごとに開催されるようになった。同盟は，電子情報化や資格審査を通

    じて，活用のためのインフラストラクチャーの整備に従事するようになった。

◎ネットワーク有効性

  1．自立と連帯：都市YMC・Aの自立が高まったが，都市YMCA間の連帯は希薄になった。

  2．探査と活用のダイナミクス：多元的な活用，活用からのフイードバックを通じた探査，

    探査のサイトの増大による収穫逓増といった現象が生じた。これは，意識的な連帯に

    代わる自生的調整が働いていることを意味する。

  第5章では，これら2つのケース・スタディの結果を比較することで，以下の3つの

仮説的命題が導出された。

  ［1］連邦型ネットワークの経営戦略と組織能カとの間には，適合的関係が存在する。

    すなわち経営戦略によって，市場環境を把握し資源配分の自由裁量を持つ組織が

    規定され，その組織が探査を主導する。゛この組織が活用の起点となり，連邦型ネ

    ットワ―ク内の他組織に知識を移転する。

  ［2]共通知識は組織能カと適合して表現されている。

  [3]探査と活用のダイナミクスが発生するような組織能カの展開は，ネットワーク有

    効性を向上させる。

  さらに，連邦型ネットワークと単一組織のモデルに基づく分析を試み，次の第4の仮

説的命題が導出された。

  [4]単一組織の場合と比較して，連邦型ネットワークの場合には，活用よりも探査の

    水準を高めることがより有効である。

  最 後に，本 研究の理論的・実践的インプリケーションにつしゝて言及した。
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学位論文審査の要旨

学 位 論 文 題 名

「連邦型ネットワークの経営戦略と組織能力」

1本論文の概要
  本論文は，我が国の連邦型ネヅトワークの比較事例研究を通じて連邦型ネットワーク
のマネジメントに関する理論構築を目指したものである。
  連邦型ネットワークは，法的に独立した複数の加盟組織とそれらを調整する連邦管理
組織(FMO)とによって構成される組織間ネットワークである。
  本論文は，6章から構成されている。
  第1章では，連邦型ネットワークのマネジメント研究が要請される背景，およぴ連邦
型ネットワークの特徴が説明されている。
  第2章では，先行研究の検討にもとづき，連邦型ネットワークのマネジメントを分析
するための枠組を構築している。分析枠組は，＠経営戦略，◎組織能力，◎ネットワー
ク有効性の3概念により構成されている。＠の経営戦略は，ドメインの定義，顧客ニ―
ズへの対応，資源配分の3次元からなる。◎の組織能カは，探査と活用の2次元からな
る。探査は，連邦型ネヅトワーク内のある組織が新たに知識を開発することである。活
用は，当該組織によって開発された知識を，連邦型ネットワーク内の他組織ヘ移転する
ことである。◎のネットワーク有効性は，加盟組織の業績と連邦型ネットワーク全体の
業績の2次元からなる。
  この分析枠組に則して，連邦型ネットワークにおいて相互に対極に位置する委任型ネ
ットワー クと任意 型ネット ワークの2つのケース・スタディを試みている。
  第3章では，タイトな委任型ネットワークの事例として，加盟コンビニエンス・スト
ア（加盟組織）と本部(FMO)からなるセブン・イレブンのマネジメントを詳細に分析
している。
  第4章では，ルースな任意型ネットワークの事例として，都市YMCA（加盟組織）と
同 盟 (FMO)か ら な る 日 本 YMCAの マ ネ ジ メ ン ト を 詳 細 に 分 析 し て い る 。
  第5章では，これら2つのケース・スタディの結果を比較・検討し，次の3つの仮説
命題を析出している。（1）連邦型ネットワークの経営戦略と組繊能カとの間には，適合的
関係が存在する。すなわち，経営戦略によって，顧客二―ズを把握し資源配分の自由裁
量を持つ組織が規定され，その組織が探査を主導する。この組織が探査の起点になり，
連邦型ネヅトワーク内の他組織に知識を移転する。(2）共通知識が組織能カと適合して表
現されている。すなわち，連邦型ネヅトワークにおける探査と活用の間の関係に応じて，
適切な共通知識は異なる。（3）探査と活用のダイナミクスが発生するような組織能カの展
開が，ネットワーク有効性を向上させる。
  さらに，連邦型ネットワークと単一組織の比較モデル分析を試み，次の仮説命題も析
出している。（4）単一組織の場合と比較して，連邦型ネットワークの場合には，活用より
も探査の水準を高めることがより有効である。
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  最後の第6章では，以上の研究の要約を試みるとともに，研究の理論的・実践的含意
および残された課題について言及している。

2本論文の評価
  本 論 文 の 学 術 上 の 貢 献 と し て は ， 次 の 5点 を 上 げ る こ と が で き る 。
  第1に，研究対象の新規性である。これまでの組織研究が単一組織を対象としていた
のに対し，本論文は複数の組織から構成される連邦型ネットワークを対象としている。
戦略提携や企業グループ経営等，組織間の協働が興隆し，そのメカニズムの解明が要請
されている現在，本論文は極めて時宜を得たものである。
  第2に，連邦型ネットワークのマネジメントを分析するための独自の統合的な枠組を
提示している。連邦型ネットワークにおけるパワー関係，各加盟組織と連邦型ネットワ
ーク全体の目的間の調和，組織間での知識移転等を考慮した分析枠組は，説明力・記述
カの点で優れている。
  第3に，分析枠組に則して詳細なケース・スタディを展開していることである。ケー
ス・スタディの採用は，連邦型ネットワーク研究の未成熟な発展段階を考慮したもので
ある。ケース・スタディに際しては，定量的・定陸的データが多角的に分析されている。
  第4に，連邦型ネットワークに関する一般理論を構築しようとしている。2つのケー
ス・スタディの結果を比較・検討し，連邦型ネットワークのマネジメントに関する一般
的な仮設命題を析出するとともに，さらに連邦型ネットワークと単一組織の比較モデル
分析を試みることにより，連邦型ネットワーク固有の仮設命題を析出している。これら
の仮設命題は，連邦型ネットワークに関して今後展開されるであろう研究に対する重要
な指針となり得る。
  第5に，広範な理論的・実践的含意を提示していることである。詳細な分析結果の検
討は，連邦型ネットワークを含む他の組織間ネットワークや，組織間ネットワークが外
部に構築するネットワークのあり方等，広範囲にわたる組織間関係のメカニズムに対す
る理論的・実践的含意を含んでいる。
  以上のように，本論文は高い学間的価値を有するが，問題がないわけではない。
  第1に，連邦型ネットワークの組織能カを探査（知識の創造）と活用（知識の利用）
の2次元に集約していることは，若干単純過ぎ，知識の記憶やその検索を含む組織能カ
の分析が試みられてもよかったのではないかと思われる。
  第2に，分析が連邦型ネットワーク全体，本部(FMO)およぴ加盟組織にとどまって
いる。本部や加盟組織を構成する集団・個人の分析も行われておれぱ，結論がより広が
りと厚みを増したのではないかと思われる。
  第3に，ネットヮーク有効陸と経営戦略との関係は，経営戦略と組織能カとの関係や，
組織能カとネットワーク有効性との関係ほどには，必ずしも十分解明されていないよう
に思われる。このためには，分析期間の長期化や経営戦略を大胆に変革したケースの分
析が必要であろう。
  しかし，これらの不十分さは，今後さらに研究を深める際の課題であり，本論文の学
間的価値を損なうものではない。

3結論
  以上の評価にもとづき，われわれは本論文が博士（経営学）の学位を授与するに値する
ものであることを認める。
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